
（５）これまでの取り組み状況

これまで南海地震対策行動計画で進めてきた「具体的な取り組み」について、平成21年度～24年度までに目標を達成した取り組みは次のとおりです。

1 １３　ブロック塀等の安全対策の促進 16 ②ブロック塀等の転倒防止のための支
援方法等の検討
(前期)②支援方法の検討

支援方法の検討→補助要綱策定 コンクリートブロック塀耐震対策事
業に関する要綱制定

2-16-①　避難路・避難
場所の安全の確保

住宅課

2 １４　自動販売機の安全対策の促進 17 (前期)協議会を設置(平成21年度)し、
具体的な対策の検討

転倒防止対策約99%(平成23年12月) 業界団体の取り組みにより転倒防
止対策完了の見込み －

南海地震対策課

3 ２４　高知港の水門の自動降下化 28 (前期)5水門の対策工事完了 5排水機場の自動降下化完了(平成18年度)
5排水機場の遠隔操作化完了(平成21年度)
5排水機場の水門耐震化完了(平成23年度)
4排水機場の耐水化完了(平成24年度)

開口部の耐水化が必要な港湾管理
海岸4排水機場について平成24年
度完了

2-19-③　河川等にお
ける津波浸水対策の
推進

河川課
港湾・海岸課

4 ２５　海岸保全施設等の整備 29 (前期)ランクAの海岸を整備　3海岸(平
成21年度まで)

平成21年度完了 年次点検結果に基づき順次着手 2-18-③　海岸等の地
震・津波対策の推進

港湾・海岸課

5 ３１　ため池の地震防災対策の推進 35 ①ため池のカルテ・ハザードマップの
作成
(前期)①貯水量1,000ｍ3かつ堤高が2
ｍ以上のため池すべてでカルテを作成
(183箇所分作成)

貯水量1,000ｍ3かつ堤高が2ｍ以上のため
池のカルテ・ハザードマップを作成(H21)
・カルテ：290箇所（作成済107箇所を含む）
・ハザードマップ：280箇所
ハザードマップ地域住民への周知(H23)
避難計画・訓練への反映要請(H24)

平成21年度に作成 2-27-①②　ため池の
地震防災対策の推進

農業基盤課

6 ３３　県における応急活動体制の整備 39 (前期)南海地震応急対策活動計画の
作成(平成21年度)

南海トラフ地震応急対策活動計画の作成

7 ３４　県における業務継続体制の整備 40 (前期)業務継続計画の作成 業務継続計画の作成

8 ３５　県外からの受援体制の整備 41 (前期)広域受援計画の作成 国の東南海・南海地震応急対策活動要領
に対応した受援計画については、概成

連動地震に対応した国の見直しに
合わせて見直しが必要

3-4-①　県外からの応
急救助機関の受け入
れ体制の整備

危機管理・防災課

9 ３６　広域防災拠点のあり方の検討 42 (前期)広域防災拠点のあり方の検討
の実施

平成24年度に総合防災拠点として一定整
理

総合防災拠点の整備、運営マニュ
アルの作成に引き続き取り組む

3-3-①②　総合防災拠
点の整備

危機管理・防災課

取り
組み
No.

特記事項 担当課目　　標

平成24年度に応急対策活動計画と
業務継続計画計画を一本化し、応
急対策活動要領（案）を策定
平成25年度に策定を行い、検証、見
直しを実施

3-2-①　応急対策活動
体制の整備

危機管理・防災課

第2期行動計画での
関連する取り組み

具体的取り組み項目No. これまでの取り組み

 １８取り組み（下表） 
  完了した取り組み(H21～H24) 

 ９３取り組みを再編し 
 ８２取り組みに整理 

◆第２期行動計画(H25～H27) 
 １８３取り組み 

１０１取り組みを 
追加(新規) 

◆第１期行動計画(H21～H26) 
  １１１取り組み 

東日本大震災を踏まえ対策の充実強化を図るため、内容と計画期間の見直し 

1
0
2



10 ３８　学校における地震防災体制の整備 44 (前期)すべての学校等で学校防災マ
ニュアルを作成

すべての学校等で学校防災マニュアルを作
成

必要項目が網羅された防災マニュ
アルの策定や避難訓練等にも取り
組む

2-1-②　学校等の防災
対策の促進

学校安全対策課
私学・大学支援課

11 ５１　長期浸水対策の検討 59 (6年間)長期浸水対策の検討 平成21年度
長期浸水対策検討会準備会開催(3回)
平成22年度
長期浸水対策検討会の開催(3回)、止水、
排水ワーキンググループの開催(1回)
平成24年度
長期浸水対策検討会の開催(2回)、止水・
排水、住民避難、救助・救出、燃料の4ワー
キンググループの開催(計12回)

平成24年度で長期浸水対策の検討
は最終取りまとめを行い完了

－

南海地震対策課

12 ５２　災害時の医療救護活動体制の整備 60 ①「高知県災害医療救護計画・高知県
災害救急医療活動マニュアル」の見直
しと周知
(前期)①「高知県災害医療救護計画・
高知県災害救急医療活動マニュアル」
の改訂

「高知県災害医療救護計画・高知県災害救
急医療活動マニュアル」の改訂→高知県災
害時医療救護計画策定(平成23年度)

3-6-①②　災害時の医
療救護活動体制の整
備

医療政策・医師確
保課
医事薬務課

13 ５２　災害時の医療救護活動体制の整備 63 ④医療従事者関係団体との災害時協
力協定の締結
(6年間)④医療従事者関係団体との協
定締結

災害時協力協定の締結完了(平成23年度) 平成23年度で完了
(締結先：高知県歯科医師会、高知
県薬剤師会、高知県医薬品卸業協
会、高知県衛生材料協会、日本産
業・医療ガス協会四国地域本部医
療ガス部門高知県支部、高知県医
療機器販売業協会)

3-6-①　災害時の医療
救護活動体制の整備

医療政策・医師確
保課
医事薬務課

14 ５７　緊急輸送道路の確保 71 ②緊急輸送道路ネットワークの見直し
(前期)②見直しの完了

見直し完了(平成21年度) 平成21年度に見直しを実施 3-24-①②③　陸上に
おける緊急輸送路の確
保

道路課

15 ６１　都市施設の復旧対策の促進 78 (前期)都市災害復旧マニュアル完成・
配付

都市災害復旧マニュアル完成 「都市災害復旧マニュアル」の完
成、県下市町村への配布 －

都市計画課

16 ７１　地震防災に携わる人材の育成 89 ②効果的な人材育成の推進
(前期)②指針の作成

指針作成(平成22年度) 平成22年度に策定 1-4-①　防災人材の育
成

南海地震対策課

17 ８１　福祉避難所の設置体制の整備 104 ②福祉避難所として利用可能な施設
の把握・整理
(前期)②福祉避難所として利用可能な
施設の把握　調査率　100%

【調査結果公表施設数】
母子・児童施設　10、老人ホーム　50、通所
介護施設　175、老人保健施設　30、特別養
護老人ホーム　52、障害者施設　114　　合
計431

必要な調査を実施し、その結果を整
理し「こうちぎょうせいネット」に掲載
し、市町村への周知が完了

3-16-②　災害時要援
護者の避難対策の推
進

地域福祉政策課

18 ８１　福祉避難所の設置体制の整備 105 ③福祉避難所における介助員等の人
材の確保
(前期)③人材確保の方法等の検討

各団体間での協定締結に向け調整 各団体間での協定締結を予定
（平成25年6月に締結予定）

3-16-②　災害時要援
護者の避難対策の推
進

高齢者福祉課

前期
No.

これまでの取り組み(H24末) 担当課No. 具体的取り組み項目 目　　標 特記事項
第2期行動計画での関連する

取り組み
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3


